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１ 

はじめに 

 

下関市は、瀬戸内海（周防灘と関門海峡）と日本海（響灘）に面しており、従前から

津波災害の対策が継続的に検討、実施されていました。 

そうした中、平成２３年３月に発生した東日本大震災では、東北地方から関東地方に

かけて、太平洋側に大きな津波が襲来し、甚大な被害が発生しました。 

これまでの想定を大きく超える津波によって、多くの尊い命が失われた一方で、日頃

から津波に対する訓練を繰り返し、大きな揺れが発生したらすぐに避難するという意識

が徹底されていた地域では、多くの命が救われ、揺れたらすぐに逃げるということの重

要性が、改めて確認されました。 

　また、平成２３年１２月には国の防災基本計画の修正が行われ、特に津波対策の強化

を進めていくことに重点が置かれ、平成２５年１２月には山口県から瀬戸内海沿岸、そ

して平成２７年３月には日本海沿岸のそれぞれ詳細な津波浸水想定が公表され、本市に

あっても沿岸部における津波浸水想定区域が明確となったことから、今後津波対策の強

化をさらに図っていく必要があります。 

　特に、人的被害を防ぐためには、強い揺れや弱くてもゆっくりとした長い揺れを感じ

た場合、「迅速に安全な高台等へ避難する」という津波からの避難行動が極めて重要と

なります。 

このためには、津波避難における本市の基本的な対応を明確にしておくほか、何より

も住民自身の津波からの避難に対する高い意識が欠かせません。 

　本市では、津波対策のうち効果の高い「住民の避難行動」を推進するために、津波避

難のための基本的な計画を作成しました。 

　今後もこの計画は、必要に応じて修正を加えながら有事の際、市民の皆様等の避難行

動が迅速かつ適切に行われ、津波による人的被害の皆無を目指すものです。 
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第１章　総　則 

 

　１　目的 

　　　本計画は、将来発生が予測される津波災害に対し、地震・津波発生直後から津波 

　　が終息するまでの概ね数時間から十数時間、津波から住民の生命、身体の安全を確 

　　保するための避難対策を定めることを目的とします。 

 

　２　計画の修正 

　　　本計画は、法令や地域防災計画等の改正、また、今後の土地の利用状況等の変化 

など、必要に応じて適宜修正を行います。 

 

　３　用語の意味 

　　　この計画において、使用する用語の意味は次のとおりです。 

（１）津波浸水想定区域 

　　　　　最大クラスの津波が悪条件下を前提に発生したとき、浸水が想定される区域 

　　　　をいいます。 

　　（２）避難対象地域 

　　　　　津波が発生した場合に避難が必要な地域で、津波浸水想定区域に基づき本市 

　　　　が設定します。 

　　（３）避難困難地域 

　　　　　避難対象地域のうち、徒歩を前提とする避難行動では、津波の到達時間まで 

　　　　に避難対象地域の外（避難の必要のない安全な地域）に避難することが困難な 

地域をいいます。 

　　（４）避難路 

　　　　　避難するための経路で、本市が指定するものをいいます。 

　　　　　※本市では、津波浸水想定区域外の安全度の高い区域（海抜１０ｍ以上）を 

　　　　　津波ハザードマップに表示しています。 

　　（５）避難経路 

　　　　　避難するための経路で、住民等が設定するものをいいます。 

　　　　　※避難路及び避難経路を総称して、「避難経路等」と表します。 

　　（６）緊急避難場所 

　　　　　津波の危険から緊急に避難するための高台や施設などで、本市が指定します。 

　　　　　原則として避難対象地域の外に定めます。 

　　（７）避難目標地点 

　　　　　津波の危険から避難するために、避難対象地域の外に定める場所をいいます。 

　　　　　住民等が設定するもので、とりあえず生命の安全を確保するために避難の目 

　　　　標とする場所であり、必ずしも緊急避難場所とは一致しません。 



３ 

（８）津波避難ビル等 

　　　　　避難困難地域の避難者や逃げ遅れた避難者が、津波から一時的または緊急に

避難する施設で、強固な高層建物等をいいます。必要に応じて避難対象地域内

の建物等を本市が指定します。 

　　　 

第２章　避難計画 

 

　１　津波浸水想定区域及び津波到達予想時間の設定 

　　　本市では、山口県が公表した津波浸水想定の結果に基づき、次のとおり瀬戸内海

側と日本海側に区分した設定とします。 

　なお、津波は地震の発生場所、規模等により予想時間よりも早く到達することが 

あるので、避難に当たっては津波到達予想時間にとらわれることなく、迅速な避難 

が必要です。 

 

（１）瀬戸内海側地震（津波浸水想定区域図は４頁掲載） 

　　　　　 

　　（２）日本海側地震（津波浸水想定区域図は５頁掲載）　　　 

 

　　 ※１市町村ごとに設定している主要な港湾・漁港等（代表地点）での最高津波水 

位。代表地点が複数ある場合は、高い値を採用。 

　　 ※２海面変動影響開始時間とは、代表地点で地震発生直後海面に±２０㎝（海辺 

にいる人の人命に影響がでるおそれのある水位の変化）の変動が生じるまでの時 

間です。 

 

〇詳細な説明については、平成２５年１２月２４日公表山口県　津波浸水想定（瀬 

戸内海沿岸）について（解説）及び平成２７年３月２７日公表山口県　津波浸水想 

定（日本海沿岸）について（解説）参照。 

 

 

 想定地震 最高津波 

水位 ※１

海面変動影響開 

始時間　※２

最高津波水位 

到達時間

 南海トラフ巨大地震 海抜３.８ｍ １時間４５分後 ４時間　５分後

 周防灘断層群地震 海抜２.４ｍ ５４分後 ５７分後

 想定地震 最高津波 

水位 ※１

海面変動影響開 

始時間　※２

最高津波水位 

到達時間

 西山断層及び北方延長部 海抜３.７ｍ ３０分後 ５０分後

 見島付近西部断層 海抜２.４ｍ ３３分後 ３５分後
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※　瀬戸内海側地震の津波浸水想定区域図 
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※　日本海側地震の津波浸水想定区域図 
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　２　避難対象地域 

　　　山口県が作成公表した津波浸水想定図を参考に、津波浸水想定区域内を避難対　　　 

象地域に設定します。 

 

　　　　表１　避難対象地域一覧表（瀬戸内海側地震）　　　　  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　１,０４１世帯　 

　　  　　　　　２,４０３人 

 

 対象地区 避 難 対 象 地 域 対象世帯数 対象人数

 吉田地区 吉田河川公園 ０ ０

  

王喜地区

白崎 1.２.３.４丁目、宇津井 1.２.３丁目、王喜

本町３.４.５.６丁目、松屋本町４.５丁目、木屋

川南町２.４丁目、木屋川本町５丁目、松屋東

町 1 丁目、工領開作　

１４５ ３２５ 

 小月地区 駅前１丁目、茶屋１.２丁目、本町１.２丁目、

南町、小島１.２丁目、京泊、西の台

４１９ ９５７ 

  

清末地区

東町１.２.３.４.５.６丁目、鞍馬２.３丁目、 

中町２.３丁目、五毛 1 丁目、千房２.３丁目、

大字清末

３１５ ７５３ 

  

王司地区

神田５.６丁目、本町１.２.３.４.６丁目、 

川端１.２.３丁目、乃木浜１.２.３丁目、 

千鳥浜町、亀浜町

７１ １７５ 

  

長府地区

ゆめタウン、才川１.２丁目、扇町、 
松小田東町、江下町、港町、南之町、 
侍町２丁目、東侍町、宮崎町、外浦町、 
黒門南町、黒門町、大字豊浦村、浜浦町、 
高場町、前田１.２丁目

９ １９ 

  

本庁地区

みもすそ川町、壇之浦町、阿弥陀寺町、 
中之町、唐戸町、南部町、観音崎町、 
あるかぽーと、岬之町、細江町２.３丁目、 
細江新町、東大和町１.２丁目、 
大和町１.２丁目、伊崎町１.２丁目、筋が浜町、 
筋川町、金比羅町、汐入町、武久町２丁目

３４ ６９ 

  

 

彦島地区

海士郷町、老町１.２丁目、老の山公園、 

本村町３.６丁目、江の浦町６.７丁目、 

弟子待町２.３丁目、田の首町１.２丁目、 

塩浜町１.２.４丁目、福浦町 1 丁目、 

迫町６.７丁目、西山１.２.３.４.５丁目、 

竹ノ子島町、大字彦島、大字六連島

４８ １０５ 

 
川中地区

 
新垢田西町２丁目

０ ０
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　　　 表２　避難対象地域一覧表（日本海側地震）　　　　　　 

　　　　合計　２,７６９世帯　 

６,２８４人 

 

 対象地区 避 難 対 象 地 域 対象世帯数 対象人数

 吉田地区 吉田河川公園 ０ ０

 王喜地区 白崎１.２.３.４丁目、宇津井 1 丁目、松屋本町

４丁目、松屋東町 1 丁目、工領開作　

８ ２０ 

 小月地区 南町、小島 1 丁目 １０９ ２８３

 清末地区 東町１.２.３.４.５.６丁目、中町２.３丁目、 

大字清末

１３４ ３１１ 

 王司地区 乃木浜１.２.３丁目、千鳥浜町 ５ ８

  

長府地区

ゆめタウン、才川 1 丁目、東侍町、宮崎町、 

外浦町、黒門町、浜浦町、高場町、 

前田１.２丁目

０ ０

  

本庁地区

壇之浦町、唐戸町、細江町２丁目、東大和町１.

２丁目、大和町１.２丁目、伊崎町１.２丁目、筋

が浜町、筋川町、金比羅町、汐入町、 

武久町２丁目

４８ ９７ 

  

 

彦島地区

海士郷町、老町１.２丁目、老の山公園、本村町

３.６丁目、江の浦町６.７丁目、弟子待町２.３

丁目、田の首町１.２丁目、塩浜町１.２.４丁目、

福浦町 1 丁目、迫町６.７丁目、西山１.２.３.４.

５丁目、竹ノ子島町、大字彦島、 

大字六連島

４３ ９５ 

 川中地区 新垢田西町２.３.４丁目、新垢田北町、大字垢田、
綾羅木南町２.３丁目、綾羅木本町６.７丁目、 
綾羅木新町２丁目

０ ０

  

安岡地区

梶栗町１.２丁目、富任町 1 丁目、安岡駅前２丁

目、安岡本町１.３丁目、横野町２.３.４丁目、

大字福江

９９ ２２７ 

  

吉見地区

大字吉見下、古宿町、本町１.２丁目、新町１.

２丁目、永田本町１.２.３.４丁目、大字永田郷、

大字吉母、大字蓋井島

５１５ １,０５９ 

 豊浦地区 大字室津上、大字室津下、大字黒井、大字涌田

後地、大字川棚、大字小串、大字宇賀

８０６ １,９０５ 

 豊北地区 大字北宇賀、大字矢玉、大字神田上、 
大字神田、大字阿川、大字粟野、大字角島

１,００２ ２,２７９
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３　緊急避難場所及び避難目標地点 

　　緊急避難場所及び避難目標地点は、次の点に留意し指定・設定します。 

なお、避難目標地点に関しては、公表された津波浸水想定から海抜１０ｍ以上　 

（下関市津波ハザードマップに表記）の地点を目標とします。 

（１）安全性 

・避難対象地域から外れている、もしくは、津波に対して十分な安全性を持っ 

ている建築物かどうか。 

　　　・オープンスペース、もしくは、耐震性が確保されている建物かどうか。 

建物を指定する場合は、昭和５６年の新耐震設計基準に基づき建築された建 

　　　　物もしくは、耐震補強実施済みの建物を指定することを原則とします。 

　　　・周辺に山崩れや危険物の貯蔵庫等、危険箇所がないかどうか。 

　　（２）避難時間 

　　　　・想定されている海面変動影響開始時間内で避難可能かどうか。 

　　（３）機能性 

　　　　・避難する住民等に対し十分な広さが確保できるか。 

　　　　・緊急避難場所（津波）であることが分かりやすく表示されているとともに、 

　　　　経路が分かりやすいか。 

　　　　・オープンスペースの場合は、風雨を防ぐ施設等が利用できるかどうか。　 

 

 

表３　指定緊急避難場所　　※地震により開設不可の場合は【地震×】等標記あり 

 避難対象地区 指定緊急避難場所 収容人員 備　考 海抜（m）

 

吉田地区

吉田公民館　　　　　【地震×】 １３６ 指定避難所 9.6

 吉田小学校 ２９３ 指定避難所 8.3

 長慶寺　　　　　　　【地震×】 １００ 指定避難所 8.5

 

王喜地区

王喜公民館　　　　　【地震×】 １２２ 指定避難所 6.4

 王喜小学校 ３０２ 指定避難所 6.5

 木屋川中学校 ３３１ 指定避難所 4.0

 木屋川近隣公園 ― ― 35.8

 

小月地区

小月公民館（２階以上） ２７５ 指定避難所 3.3

 小月小学校 ３８５ 指定避難所 11.3

 小月公園 ― ― 20.7

 小月宮の尾公園 ― ― 15.9

 

清末地区

清末公民館　　　　　【地震×】 １５３ 指定避難所 24.4

 清末小学校 ２６７ 指定避難所 21.0

 東部中学校 ２７３ 指定避難所 21.6

 清末公園 ― ― 19.1
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 避難対象地区 指定緊急避難場所 収容人員 備　考 海抜（m）

 

王司地区

王司公民館 ２８６ 指定避難所 9.8

 王司小学校 ３２７ 指定避難所 4.7

 王司観音第２公園 ― ― 14.3

 王司湯田１号公園 ― ― 15.7

 

長府地区

長府公民館 ２２０ 指定避難所 3.3

 長府東公民館 ２７３ 指定避難所 5.6

 長府小学校 ３７７ 指定避難所 27.0

 豊浦小学校 ４６８ 指定避難所 5.6

長府中学校 ４１１ 指定避難所 18.2

長成中学校 ７０８ 指定避難所 33.1

豊浦高等学校 ５１０ 指定避難所 5.1

長府第二保育園      【地震×】 ８４ 指定避難所 18.8

長府第三保育園      【地震×】 ６３ 指定避難所 4.9

すみれ保育園 １０５ 指定避難所 7.6

西部高等産業技術学校 ４７６ 指定避難所 19.9

長府武道館　　　　　【地震×】 ２３２ 指定避難所 13.3

長府体育館 ５５８ 指定避難所 4.3

関見台公園 ― ― 24.5

長府運動場 ― ― 4.3

千鳥ケ丘２号公園 ― ― 24.5

長府扇町第 1 運動場 ― ― 4.0

扇町運動広場 ― ― 5.3

掛州公園 ― ― 4.5

陽向台公園 ― ― 14.7

さつきケ丘児童公園 ― ― 43.5

本庁地区

下関市民センター ３５３ 指定避難所 16.8

社会福祉センター　　【地震×】 ２５７ 指定避難所 6.3

勤労福祉会館　　　　【地震×】 ６２９ 指定避難所 4.7

生涯学習プラザ ２７１ 指定避難所 2.4

西部公民館　　　　　【地震×】 ２４１ 指定避難所 1.8

北部公民館 ３３８ 指定避難所 19.1

下関市民会館 ３,７７１ 指定避難所 16.8

幡生保育園　　　　　【地震×】 １１４ 指定避難所 7.5

養治小学校 ２７３ 指定避難所 21.0

名陵小学校 ２９５ 指定避難所 23.8

旧王江小学校 ２４３ 指定避難所 24.9



１０ 

避難対象地区 指定緊急避難場所 収容人員 備　考 海抜（m）

本庁地区

文関小学校 ３２２ 指定避難所 16.1

桜山小学校 ２６１ 指定避難所 10.4

関西小学校 ３２１ 指定避難所 27.4

生野小学校 ３０９ 指定避難所 11.2

向山小学校 ３１２ 指定避難所 22.4

山の田小学校 ２７０ 指定避難所 18.0

日新中学校 ２７０ 指定避難所 30.4

向洋中学校 ３９７ 指定避難所 20.7

名陵中学校 ２５２ 指定避難所 27.4

文洋中学校 ２４９ 指定避難所 26.5

山の田中学校 ３２８ 指定避難所 25.8

下関商業高等学校 ４２０ 指定避難所 23.4

下関西高等学校 ６５３ 指定避難所 26.4

下関南高等学校 ５５１ 指定避難所 23.8

下関南総合支援学校 ２６４ 指定避難所 48.2

下関市立大学 １,０９２ 指定避難所 20.4

下関市武道館　　　　【地震×】 ２６３ 指定避難所 11.5

本行寺              【地震×】 ５０ 指定避難所 8.0

茶山集会所（憩の家隣） ２７ 指定避難所 15.6

大和町漁港町内会事務所　【地震×】 ３０ 指定避難所 2.1

椋野町民館　　　　　【地震×】 ４０ 指定避難所 26.3

伝武館　　　　　　　【地震×】 ４０ 指定避難所 4.2

西の尾団地集会所 ４０ 指定避難所 18.6

大坪ふれあい会館 ７０ 指定避難所 7.0

複合福祉施設フロイデ金比羅 ５１ 指定避難所 15.6

学校法人河野学園 １８９ 指定避難所 28.0

旧神田小学校 ― ― 20.7

貴船公園 ― ― 6.2

幸町公園 ― ― 5.1

火の山公園 ― ― 43.1

下関市市民広場 ― ― 4.7

下関運動公園 ― ― 20.0

日和山公園 ― ― 52.3

桜山近隣公園 ― ― 27.3

金比羅公園 ― ― 56.0

幡生宮の下近隣公園 ― ― 5.7
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避難対象地区 指定緊急避難場所 収容人員 備　考 海抜（m）

本庁地区

一里山公園 ― ― 99.4

三河公園 ― ― 34.3

武久永命寺公園 ― ― 16.2

戦場ケ原公園 ― ― 55.8

権現山公園 ― ― 84.8

彦島地区

彦島公民館 ４１５ 指定避難所 3.2

玄洋公民館【地震時グラウンドのみ】 ４３３ 指定避難所 2.2

江浦小学校 ３０６ 指定避難所 3.9

角倉小学校 ３４８ 指定避難所 8.9

本村小学校 ２６８ 指定避難所 8.7

西山小学校 ２９６ 指定避難所 5.9

向井小学校 ２９６ 指定避難所 29.6

彦島中学校 ２７２ 指定避難所 19.8

玄洋中学校 ３８０ 指定避難所 45.3

下関中等教育学校 ６９４ 指定避難所 70.2

彦島武道館　　　　　【地震×】 ５０２ 指定避難所 2.4

山中町民館 ５０ 指定避難所 11.5

老町公会堂　　　　　【地震×】 ４０ 指定避難所 2.6

本村公会堂　　　　　【地震×】 ５０ 指定避難所 3.7

角倉町民館 ５０ 指定避難所 4.4

西山町自治会館 ９５ 指定避難所 8.9

船員宿舎　　　　　　【地震×】 １５ 指定避難所 23.2

フロイデ彦島 ３０ 指定避難所 19.7

特別養護老人ホームアイユウの苑 １３７ 指定避難所 46.7

彦島体育館 ４２０ 指定避難所 49.0

老の山公園 ― ― 101.0

彦島地区公園 ― ― 46.5

彦島南公園 ― ― 59.3

京野第２公園 ― ― 21.3

福浦第２公園 ― ― 20.5

川中地区

川中公民館 ４５６ 指定避難所 5.4

川中公民館分館　　　【地震×】 １１１ 指定避難所 5.4

川中小学校 ３９３ 指定避難所 5.3

川中西小学校 ２７６ 指定避難所 6.5

垢田小学校 ３３７ 指定避難所 19.5

熊野小学校 ４１１ 指定避難所 30.1
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避難対象地区 指定緊急避難場所 収容人員 備　考 海抜（m）

川中地区

川中中学校 ７２２ 指定避難所 3.9

垢田中学校 ４１１ 指定避難所 41.2

垢田体育館 １７３ 指定避難所 17.8

垢田公会堂 １００ 指定避難所 14.6

市立考古博物館 ２００ 指定避難所 13.2

川中武道館　　　　　【地震×】 １５１ 指定避難所 4.3

新垢田南公園 ― ― 29.0

綾羅木１号公園 ― ― 4.5

綾羅木郷遺跡公園 ― ― 15.0

えのき公園 ― ― 20.0

川中東部公園 ― ― 22.5

安岡地区

安岡公民館　　　　　【地震×】 ２８９ 指定避難所 2.9

安岡小学校 ４００ 指定避難所 9.4

安岡中学校 ３３９ 指定避難所 6.8

下関工科高等学校 ４７４ 指定避難所 6.3

県立下関武道館（柔道場） ２１３ 指定避難所 20.7

安岡地区公園 ― ― 5.5

下関北運動公園 ― ― 17.8

吉見地区

吉見公民館　　　　　【地震×】 １９１ 指定避難所 5.1

吉母公民館　　　　　【地震×】 ７７ 指定避難所 8.5

吉見小学校 ３２６ 指定避難所 6.0

吉母小学校 ２９３ 指定避難所 5.6

蓋井小学校 ２５３ 指定避難所 7.7

吉見中学校 ３３１ 指定避難所 2.0

吉見体育館 ３３４ 指定避難所 8.7

水産大学校 ２８５ 指定避難所 2.0

吉見近隣公園 ― ― 12.0

豊浦地区

川棚公民館　　　　　【地震×】 ６２４ 指定避難所 6.7

宇賀小学校 ２６９ 指定避難所 33.0

小串小学校 ２０２ 指定避難所 10.6

川棚小学校 ３６５ 指定避難所 6.4

誠意小学校 １９７ 指定避難所 10.2

室津小学校 ２６２ 指定避難所 3.3

豊洋中学校 ２２５ 指定避難所 4.4

夢が丘中学校 １００ 指定避難所 9.0

豊浦夢が丘スポーツセンター １,３３５ 指定避難所 19.0
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避難対象地区 指定緊急避難場所 収容人員 備　考 海抜（m）

豊浦地区

豊浦総合支援学校 １９５ 指定避難所 3.0

双葉保育園 １１８ 指定避難所 22.6

宇賀ふれあいセンター ５２３ 指定避難所 36.2

とんがりぼうし豊浦 １０８ 指定避難所 26.0

豊浦勤労青少年ホーム ３５３ 指定避難所 5.4

豊浦多世代交流センター ９４ 指定避難所 31.0

川棚温泉交流センター ４１４ 指定避難所 36.3

大河内交流センター ２６ 指定避難所 77.0

小野ふれあいセンター ３３ 指定避難所 67.0

夢ケ丘公園 ― ― 17.0

リフレッシュパーク豊浦 ― ― 45.2

豊洋運動公園 ― ― 17.3

豊北地区

豊北総合支所 ５９ 指定避難所 58.0

神玉公民館 １３６ 指定避難所 18.0

阿川公民館 １０５ 指定避難所 9.0

粟野公民館 １４５ 指定避難所 14.0

滝部公民館 １８３ 指定避難所 59.0

豊北小学校 ２６５ 指定避難所 55.0

旧神玉小学校 ２２０ 指定避難所 16.0

旧阿川小学校 ２２０ 指定避難所 8.0

旧粟野小学校 １８８ 指定避難所 10.0

豊北中学校 ６１６ 指定避難所 103.0

下関北高等学校 ４０１ 指定避難所 57.0

角島開発総合センター １７５ 指定避難所 55.0

豊北生涯学習センター １,０９８ 指定避難所 21.0

田耕農林漁家婦人活動促進センター ９４ 指定避難所 50.0

豊北体育センター ３９０ 指定避難所 64.0

豊北総合運動公園 ９０ 指定避難所 85.0

旧田耕小学校 ― ― 42.0

旧二見小学校 ― ― 15.3

旧角島小学校 ― ― 3.0
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４　避難経路等 

　　　避難経路等は次の点に留意し指定・設定します。 

　　　※避難路は原則幅員３ｍ以上の道路で市が必要に応じて指定、避難経路は住民各 

位の居住地周辺の実情に応じて設定するものとします。 

　　　　なお、指定・設定された避難経路等は、避難の際、常に安全が保障されたもの 

　　　ではなく、災害の進展によっては避難者本人の状況判断が必要です。 

　　　　したがって、避難の時期を失した等の場合は、自宅等に留まり「垂直避難」等 

により身を守ることも考える必要があります。 

（１）安全性 

　　　　・避難する住民数を考慮した幅員が確保されているかどうか。 

　　　　・山崩れ、建物やブロック塀の倒壊、落下物等の危険性が低いかどうか。 

　　　　・液状化の危険性が低いかどうか。 

　　　　・橋梁を使用する場合は、耐震性が確保されているかどうか。 

　　　　・海岸沿いや、河川沿いの道路を避けるルートが設定されているかどうか。 

　　　　・津波に向かって避難することのないルートが設定されているかどうか。 

　　　　・指定した避難路を使用できなくなった場合、他の道路を利用した避難が行え 

　　　　るかどうか。特に、防潮堤や橋梁等、避難の障害となる可能性がある部分につ 

いては、慎重に検討を行う。 

　　（２）避難のしやすさ 

　　　　・日々の生活で使い慣れている道路かどうか。 

　　　　・緊急避難場所まで、分かりやすい道順となっているかどうか。 

　　（３）機能性 

　　　　・誘導標識が適切に配置されているかどうか。 

　　　　・階段や急な坂道等には、手すり等が設置されているかどうか。 

 

５　津波避難ビル等 

　　　津波避難ビル等の指定は、「津波避難ビル等に関するガイドライン（平成１７年、 

　　内閣府〔防災担当〕）」及び「津波避難ビル等の構造上の解説（平成２４年、国土交 

通省国土技術政策総合研究所）」に従うとともに、次の点に留意し避難困難地域内に 

必要に応じて指定します。また、所有者・管理者と避難時の使用について必要な事 

項をあらかじめ協議しておくものとします。 

（１）安全性 

　　　　・原則として、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造とし、想定され 

　　　　る浸水深に応じた階数や、津波の進行方向の奥行きを考慮されているかどうか。 

　　　　・耐震診断によって耐震安全性が確認されていること、又は、新耐震設計基準

（昭和５６年６月施行）に適合している建築物かどうか。 
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（２）機能性 

　　　　・緊急避難場所であることが分かりやすく表示されているとともに、進入口へ 

　　　　の円滑な誘導が可能かどうか。 

 

６　避難困難地域 

　　　避難困難地域の設定条件については次の通りとし、今後の検証により設定した地

域に対しては、必要に応じて津波避難ビル等の指定を行います。 

（１）海面変動影響開始時間 

山口県が公表した海面変動影響開始時間を参考とします。 

（２）避難（歩行）速度 

　　　　　津波避難対策推進マニュアル検討会報告書（総務省消防庁）から平均時速 

３.６km とします。 

　　（３）避難開始時間 

　　　　　実際に避難する場合、地震発生直後は揺れによる混乱や避難行動要支援者等 

　　　　への配慮、携行品の確認などにより、避難開始までに若干の時間を要すること 

が考えられます。 

　　　　　しかし、あくまでも目標は高く設定すべき観点から地震発生後、５分後には 

避難を開始するものとします。 

　　（４）垂直移動時間 

　　　　　津波避難ビル等に係るガイドライン（内閣府）から階段、上り坂昇降速度を 

０.２１ｍ／ｓとして、垂直移動時間を１分とします。 
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第３章　初動体制 

 

　１　職員の参集 

　　　職員は、津波注意報や津波警報（大津波警報含）が発表された場合は速やかに下 

記の配備基準により参集するものとします。 

　　　※津波予報区に含まれる各総合支所及び各支所 

　　　　①瀬戸内海沿岸　～　彦島・長府・王司・清末・小月・王喜・吉田 

　　　　②日本海沿岸　　～　豊浦・豊北・彦島・川中・安岡・吉見 

 

　 表４ （１）職員の配備基準　　 

 

　（２）職員の参集 

ア　勤務時間内における参集 

　　　　　職員は、勤務時間内に津波注意報、津波警報、又は大津波警報が発表された 

場合は、速やかに配備基準に基づき、災害対応業務に従事するものとします。 

 

 
配備基準 配備体制 配　備　課 支所等

職 員 参

集基準

 

津波注意報 第１警戒体制

防災危機管理課 

農林水産整備課 

道路河川建設課 

道路河川管理課

港湾局施設課 

消防局警防課 

消防局情報指令課

関係する 

総合支所 

・支所

あ ら か

じ め 所

属 長 が

指 名 し

たもの

 

津波警報 第２警戒体制

防災危機管理課 

秘書課 

広報戦略課 

総務部総務課 

資産経営課 

まちづくり政策課 

福祉政策課 

子育て政策課 

保健医療政策課 

産業振興課 

農林水産整備課 

道路河川建設課

道路河川管理課 

住宅政策課 

建築指導課 

環境政策課 

港湾局施設課 

教育委員会教育政策課 

教育委員会生涯学習課 

上下水道局企画総務課 

下水道施設課 

ボートレース事業課 

消防局警防課 

消防局情報指令課

関係する

総 合 支

所・支所

あ ら か

じ め 所

属 長 が

指 名 し

たもの

 
大津波警報 

（特別警報）

第３非常体制 

(災害対策本部)

全職員による非常体制とする自主参集 

（動員職員の配備区分は、災害の規模に応じ、災害対

策本部長が指定する）
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　　　イ　勤務時間外における参集 

　　　　　職員は、勤務時間外に津波注意報、津波警報、又は大津波警報が発表された 

場合は、『下関市地域防災計画』に基づき所定の場所に参集するものとします。 

なお、休日等閉庁時間帯の緊急連絡体制は、次のとおりとします。 

 

 

報告
市長

指示
副市長

津波情報

道路河川管理課

第１警戒体制

第２警戒体制

秘書課 各支所

消防局情報指令課

上下水道局企画総務課

総務部総務課

第３非常体制（災害対策本部）

全部局課所室

各課・支所等

広報戦略課 環境政策課

下水道施設課

教育委員会生涯学習課

各総合支所地域政策課

港湾局施設課

資産経営課

まちづくり政策課

建築指導課

住宅政策課

ボートレース事業課

消防局警防課

消防局情報指令課

産業振興課

農林水産整備課

道路河川建設課

道路河川管理課

福祉政策課

子育て政策課

保健医療政策課

教育委員会教育政策課

その他施設管理課所

総合支所

防災危機管理課
状況報告

配備指示

配備報告

本庁宿日直室

電
話
連
絡

電話連絡

電話連絡

各支所

港湾局施設課

各総合支所地域政策課

消防局警防課

総務部長

農林水産整備課

道路河川建設課

通報
電話連絡

配備通知（職員参集メール）

各総合支所

宿日直室

防災危機管理監

電話連絡

電話連絡

高次配備等の動員

配備職員

津波情報等により自主参集

電話連絡
各主管部長

各課所長 配備職員

配備職員 配備職員 配備職員

（各部局室・課所の連絡網による）

出先機関課所

通報



１８ 

　　（３）職員参集上の留意事項 

　　　　・職員は、あらかじめ定められた災害時における配備体制及び自己の任務を十 

分認識し、災害発生のおそれがある場合、又は災害の発生を認知した時は、配 

備命令を待つことなく自主的に速やかに定められた場所に参集し、災害対応業 

務に従事しなければなりません。 

　　　　　ただし、定められた参集場所が津波浸水想定区域内にある場合、強い地震も 

しくは長時間のゆっくりとした揺れを感じて、避難が必要であると認める時は、 

まずは各自がいる場所で避難行動支援を行い、自身も安全確保をした上で、安 

全が確認（参集場所の津波警報等が解除される等）されてから参集するものと 

します。　 

そのため、職員は参集場所や参集経路が津波浸水想定区域内どうか、参集場 

所周辺の標高がどのようになっているかを事前に把握しておくものとします。 

　　　　・職員は、目視で分かる範囲で、参集途上における被災の状況を把握し、所属 

長又は配備体制責任者等に報告を行うものとします。　　 

 

　２　津波に関する情報の収集 

　（１）気象庁等から収集する津波情報の種類、津波警報・注意報の種類は次のとおり 

です。 

 

　　　表５　津波情報の種類（出典：気象庁ホームページ）　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 種　　　類 内　　　　容

 津波到達予想時刻・予想される

津波の高さに関する情報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想される津

波の高さ（発表内容は津波警報・注意報の種類の表に

記載）を発表します。

 各地の満潮時刻・津波到達予想

時刻に関する情報

主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を発表しま

す。

 津波観測に関する情報 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表します。

 沖合の津波観測に関する情報 沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値

から推定される沿岸での津波の到達時刻や高さを津

波予報区単位で発表します。
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　　　表６　津波警報・注意報の種類（出典：気象庁ホームページ）　　　　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

種類

 

 

発表基準

発表される津波の高さ  

想定される被害と取る

べき行動

 数値での発表 

（予想される津波の高

さ区分）

巨 大 地

震 の 場

合 の 発

表

  

 

 

大 津

波 警

報

予想される津波

の最大波の高さ

が高いところで、

３ｍを超える場

合

１０ｍ超 

(１０ｍ<予想される津波の

最大波の高さ)

 

 

 

 

巨　大

巨大な津波が襲い、木造

家屋が全壊・流出し、人

は津波による流れに巻

き込まれます。 

沿岸部や川沿いにいる

人は、ただちに高台や避

難ビル等安全な場所へ

避難してください。

 １０ｍ 

(５ｍ<予想される津波の最

大波の高さ≦１０ｍ)

 ５ｍ 

(３ｍ<予想される津波の最

大波の高さ≦５ｍ)

  

 

 

 

津 波

警報 

 

 

 

予想される津波

の最大波の高さ

が高いところで

１ｍを超え、３ｍ

以下の場合

 

 

 

３ｍ 

(1m<予想される津波の最大

波の高さ≦３ｍ) 

 

 

 

 

 

 

高い

標高の低いところでは

津波が襲い、浸水被害が

発生します。人は津波に

よる流れに巻き込まれ

ます。 

沿岸部や川沿いにいる

人は、ただちに高台や避

難ビル等安全な場所へ

避難してください。

  

 

津 波

注 意

報

予想される津波

の最大波の高さ

が高いところで

０.２ｍ以上、１

ｍ以下の場合で

あって、津波によ

る災害のおそれ

がある場合

 

 

１ｍ 

(０.２ｍ≦予想される津波

の最大波の高さ≦１ｍ) 

 

 

 

（ 表 記

なし）

海の中では人は速い流

れに巻き込まれ、また、

養殖いかだが流出し小

型船舶が転覆します。 

海の中にいる人はただ

ちに海から上がって、海

岸から離れてください。



２０ 

　（２）海面監視による情報収集 

　　　　津波発生の危険性がある場合は、消防機関、消防団等と協力し海面監視による 

津波監視を行います。海面監視は安全な高台等から目視により行います。 

 

　３　津波に関する情報の伝達・周知 

　　　気象庁等から発表される地震による津波警報等の伝達系統は下図のとおりです。 

※下関市地域防災計画から抜粋　 

地震、津波情報伝達系統図（気象庁からの地震、津波情報伝達系統図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　 

山口県 
（防災危機管理課）

（
防
災
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム
）

住　
　
　
　
　

民
市内各警察署

テレビ・ラジオ

警察無線

県防災行政無線

下関市（防災危機管理課・

各総合支所・宿日直）

市消防局

ＮＨＫ山口放送局

山口県警察本部

門司海上保安部

中国地方整備局 
山口河川国道事務所

陸上自衛隊第 17 普通科連隊

オンライン

下
関
地
方
気
象
台

若松海上保安部

県出先機関

海事関係機関・船舶・

漁業協同組合

（
警
察
電
話
）

（
加
入
電
話
）

広報車等

庁内電話・加入電話

防災メール

緊急速報メール

広報車等 

パトカー 

（地上系・衛星系）

消防庁

気
象
庁
及
び
大
阪
管
区
気
象
台

（
専
用
回
線
）

他機関へ

地震感知市町

（震度情報ネットワークシステム） 
防災行政無線

しものせき緊急情報自動案内
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４　津波警報・注意報等の周知 

　　　津波警報・注意報の伝達系統及び伝達方法は、全国瞬時情報システム（J-ALERT） 

により、防災行政無線を自動起動させ、住民へ緊急情報を伝達します。 

防災行政無線の補完的手段として、防災メール、緊急速報メール及び消防車、広 

　　報車等を用いて伝達を行います。 

（１）津波警報・注意報を受けたとき又は市長が津波のおそれがあると認めたとき 

は、津波警報・注意報等の情報を次の方法により、沿岸住民や海岸付近に滞在 

する観光客、釣り客等に対し、迅速な周知を行います。　　　 

 

　　（２）防災行政無線や広報車等で周知する際の内容は次のとおりとします。 

　　　　①津波注意報が発表された場合 

　　　　　緊急放送、緊急放送。 

こちらは、下関市です。 

津波注意報が発表されたため、○○○海沿岸に避難指示を発令しました。 

海の中や海岸付近は危険です。直ちに海岸から離れて高い場所に避難して 

　ください。 

 

②津波警報（又は大津波警報）が発表された場合 

緊急放送、緊急放送。 

こちらは、下関市です。 

津波警報（又は大津波警報）が発表されたため、○○○海沿岸に避難指示を 

発令しました。 

直ちに海岸や河川から離れ、できるだけ高い場所に避難してください。 

　 

５　避難誘導等に従事する者の安全確保 

避難広報や避難誘導等を行う職員、消防職団員等の安全確保については、総務省 

消防庁が平成２４年３月に取りまとめた「東日本大震災を踏まえた大規模災害時に 

おける消防団活動のあり方等に関する検討会」の中間報告書を参考に、次の事項に 

留意して、避難誘導等に従事する者の安全確保を最優先します。 

 伝達手段 伝達対象 伝達内容 実施担当

 防災行政無線 

防災メール 

緊急速報メール 

Ｌアラート

住民 

海岸付近滞在者

津波警報・注意報等 

（解除含む） 

避難指示等の内容

防災危機管理課

 
消防車 

広報車

住民 

海岸付近滞在者

津波警報・注意報等 

（解除含む） 

避難指示等の内容

消防局 

消防団 

関係課
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　　（１）自らの命を守ることが最も基本であり、その上で避難誘導等を行うことを前 

提とします。 

　　（２）津波浸水想定区域内での活動が想定される場合には、津波到達予想時間等を 

考慮した退避ルールを確立し、その内容について地域での相互理解を深めるこ 

とや無線等の情報伝達手段を備える必要があります。 

　　（３）避難行動要支援者の避難支援と、避難誘導等に従事する者の安全確保は、リ 

ードタイムが限られている津波災害時においては大きな問題であり、避難行動 

要支援者及びその関係者自らも防災対策を検討するとともに、地域や行政にお 

いても支援のあり方を十分議論する必要があります。 
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　６　被害情報の収集 

　　　参集と同時に、被害情報の収集を開始します。 

　主な調査項目は次のとおりとします。 

（１）要救助者の有無及び人、住家の被害状況 

（２）農林水産被害調査 

（３）港湾・商工業被害調査 

（４）土木・道路被害調査 

（５）教育被害調査 

（６）復旧拠点地区の現状調査（応援部隊の待機場） 

　市長は、人身・家屋などに被害が発生した時は、直ちに知事に次の事項を報告し 

ます。 

　①発生日時　　　　　　　　　　　　 

　②発生場所　　　　　　　　　 

　③被害の状況、応急措置の概要 

　④被災建築物応急危険度判定派遣要請の有無　 

　⑤その他参考事項 

 

第４章　避難指示等 

 

　　　　津波が発生し、又は発生するおそれがあり、避難が必要と認める場合には、避 

難対象地域の居住者、滞在者、その他の者に対して、一刻も早い避難が必要で 

あることから、基本的には「避難指示」の発令措置を行います。 

　　　　発令基準は以下のとおりとし、津波到達予想時間を考慮して、早めに発令しま 

す。 

　　　※津波に対する避難情報は、津波の大小にかかわらず原則として「避難指示」を 

発令しますが、我が国から遠く離れたいわゆる「遠地地震」による津波のように、 

津波の到達までに相当の時間があるものについては、気象庁の「遠地地震に関す 

る情報」に留意しながら、「高齢者等避難」の発令を検討します。 

 

 

 種　別 基　　　　　　準

  

 

 

避難指示

○津波注意報（津波高：０.２ｍ以上、１ｍ以下の場合）が発表された場合 

○津波警報（津波高：１ｍを超え、３ｍ以下の場合、又は「高い」）が発表され 

た場合 

○大津波警報（津波高：３ｍを超える場合、又は「巨大」）が発表された場合 

○停電、通信途絶等により、津波警報等を適時に受けることができない状況にお 

いて、強い揺れを感じた場合、あるいは、揺れは弱くとも１分程度以上の長い 

揺れを感じた場合
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第５章　避難行動要支援者の避難対策 

 

　１　避難行動要支援者の範囲 

　　　在宅で災害時に自ら避難することが困難な者を基本として、次の要件の該当者　　　

をいいます。 

（１）要介護状態区分が３～５を受けている高齢者 

（２）身体障害者手帳１・２級（総合等級）の第１種を所持する身体障害者（心臓、 

じん臓機能障害のみで該当するものは除く。） 

　　（３）療育手帳Ａを所持する者 

　　（４）精神障害者保健福祉手帳１・２級を所持する者 

　　（５）特定医療費（指定難病）支給認定受給者証所持者のうち、人工呼吸器を使用 

　　　　している者 

　　（６）小児慢性特定疾病医療受給者証所持者のうち、人工呼吸器を使用している者 

（７）医療的ケア児等の日常的に医療的ケアが必要な者 

　　（８）自ら支援を希望し個人情報を提供することに同意した者 

　　（９）災害時要援護者登録制度の登録者 

　　（10）上記のほか災害発生時に支援が必要と認める者 

 

　２　情報伝達 

　　（１）津波注意報・警報や避難指示などの伝達手段やその内容について、事前に避 

難行動要支援者及びその関係者の理解を深めるよう努めます。 

　　（２）日頃から支援者等を通じて防災情報を伝達する手段の確立に努めます。 

 

　３　避難時の支援（避難誘導及び安否確認） 

　　　災害発生直後の避難行動要支援者の救助や避難誘導は、消防や警察等による体制

が整うまでの間、地域における住民等の協力による方法が効果的であるため、避難

行動要支援者の個別避難計画作成の推進を図ります。 

　　　避難行動要支援者の安否確認は、現地での情報の伝達や避難誘導を行うことで、 

一時的に確認ができるが、平常時に把握しておいた所在情報等に基づき、確認を行 

うことが望ましいです。 

　 安否が確認できない避難行動要支援者については、本市が事前に作成した避難行

動要支援者名簿を活用し、消防や警察等が迅速な安否確認や救助活動、また避難誘

導を実施します。 

　 自主防災組織（自治会）や消防団、民生委員、社会福祉協議会等と連携を図り、

避難行動要支援者が円滑に避難できるよう、日頃から地域で支えあうための仕組み 

づくりを進めます。 
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第６章　観光客、海水浴客、釣り客等の避難対策 

 

　１　情報伝達 

　　　津波浸水想定区域内にある観光施設や、宿泊施設の管理者に対し、伝達手段の確 

　　保を図るとともに、利用者に対する情報の伝達マニュアル及び避難計画を定めてお 

くよう指導に努めます。また、屋外にいる者に対しては、防災行政無線や防災メー 

ル、消防車や広報車等により津波情報等の伝達を行います。 

　 

　２　津波注意看板・避難誘導標識等の設置 

　　　観光客や地理不案内な外来者等への津波対策として、津波注意看板のほか、標高 

表示、避難誘導や避難場所を示した標識等の設置に努めます。 

 

　３　釣り客等への啓発 

　　　釣り客等に対して、津波に対する心得、津波の危険性などを記載したチラシを、

釣具店等で配布するなど、関係事業者と連携して啓発を行うよう努めます。 

 

第７章　津波防災対策の啓発・訓練 

 

　１　啓発 

　　　津波から命を守る最も重要な対策は、津波から逃げることであり、住民の津波避

難意識を高めるため、市の広報やホームページ、出前講座などにおいて津波の特性、

避難時の心得、避難方法などについて啓発を行います。 

 

　２　訓練 

　　　津波から迅速に避難できる体制を確立するため、訓練の実施に当たっては、気候

条件の異なる時期や夜間に実施するなど、様々な条件を設定し、より実践的な避難

訓練や情報伝達等の訓練を実施するよう努めます。 

（１）避難訓練 

　　　　　自主防災組織（自治会）等と連携し、住民が主体となった避難訓練の実施に 

　　　　ついて、積極的に働きかけます。 

（２）情報伝達訓練 

　　　　　初動体制や情報の収集・伝達ルートの確認、伝達機器の操作方法、住民への 

　　　　情報周知等の訓練を定期的に実施するよう努めます。　 

 

 

 

 

 



２６ 

第８章　地域津波避難計画 

 

　　　　地域ぐるみで津波から円滑な避難ができるように、津波浸水想定区域内にある 

すべての自主防災組織（自治会）等が、下記の内容等が記載された地域津波避難 

計画を作成するよう働きかけると共に、ワークショップの開催や情報提供など必 

要な支援を行います。 

・津波浸水想定区域　（津波ハザードマップに記載） 

・津波到達予想時間 

・避難目標地点（津波ハザードマップに表記する標高１０ｍを目処） 

・避難経路等　　　 

・避難先（津波ハザードマップに記載） 

　　　・避難の方法 

　　　・避難行動要支援者の避難支援 

　　　・避難訓練 

　　　・地震、津波避難の心得と備え　 

　　　　


